
（平成２２年１２月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認滋賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



滋賀国民年金 事案 949 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年６月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から同年９月まで 

会社を退職したので、国民年金に加入し、妻の保険料と一緒に納付してき

た。妻の国民年金保険料は任意加入当時から未納が無いのに、私の国民年金

保険料は、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、４か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き、国民年

金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立期間の保険料を納付したとされる申立人の妻は、申立期間を含め、

国民年金加入期間の保険料をすべて納付していることから、申立人及びその妻

の保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間直前の昭和59年４月、

同年５月及び申立期間後の同年12月以降の保険料を現年度納付し、58年10月か

ら59年３月までの保険料並びに申立期間直後の同年10月及び同年11月の保険

料を過年度納付していることが確認でき、これらの保険料納付済期間の間であ

る申立期間についても保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

滋賀厚生年金 事案 839 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったことが認められることから、当

該期間に係る標準報酬月額の記録を、平成５年８月から同年 11 月までは 53

万円、８年７月から９年９月までは 41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年８月１日から同年 12月 31日まで 

② 平成８年７月１日から９年 10月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社に勤

務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の給与とは異なる金額に

引き下げられていることが分かった。当該期間の標準報酬月額を正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立人の標準報酬月額については、オンライン記録による

と、当初、平成５年８月、同年９月及び同年９月２日付けで処理された同年

10月の定時決定において、53万円と記録されていたところ、同年 10月８日付

けで、同年 10月の定時決定を取り消し、同年８月１日まで遡及
そきゅう

して 30万円に

記録訂正され、事業所が適用事業所に該当しなくなった日（平成５年 12月 31

日）まで継続していることが確認できる。 

申立期間②に係る申立人の標準報酬月額については、オンライン記録による

と、当初、平成８年７月から同年９月までの期間及び同年９月 26 日付けで処

理された同年 10月の定時決定において、41万円と記録されていたところ、９

年５月 20日付けで、８年 10月の定時決定を取り消し、同年７月１日まで遡及

して９万 2,000円に記録訂正されていることが確認できる上、９年９月 11日

付けで、再び、８年 10月の定時決定を 41万円と処理したことが確認できると

ころ、その記録を９年９月 17 日付けで取り消し、同年９月 29 日付けで８年

10月１日まで遡及して９万 2,000円に記録訂正されていることが確認できる。 



                      

  

また、Ａ社の元事業主は、厚生年金保険料等を滞納していたため、標準報酬

月額の引き下げを行ったことを証言している上、Ｂ年金事務所が保管する資料

から、当時、同社が厚生年金保険料を滞納していた事情が認められる。 

さらに、申立人はＡ社の登記簿謄本から取締役であったことが確認できるも

のの、当時の他の取締役は、「申立人はＣとしてＤに従事しており、社会保険

事務には関与していない。」と供述していることから、申立人が当該訂正処理

に関与していたとは考え難い。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成５年 10月８日、９年５月 20日及

び同年９月 29 日付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難

く、社会保険事務所が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な

記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果とし

て記録されている申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出たとおり、５年８月から同年 11月までは 53万円、８年７月から９

年９月までは 41万円に訂正することが必要である。



                      

  

滋賀厚生年金 事案 840 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日は、昭和 63年７月 21日と認められ

ることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年７月 20日から同年７月 21日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社Ｂ工場から

同社本社へ転勤した時、申立期間の加入記録に空白がある旨の回答をもらっ

た。 

本件の申立てが認められても、厚生年金保険の加入月数が増加することは

無く、年金支給額に変更が無いことは承知しているが、私の誤った記録が、

妻の国民年金第３号被保険者記録にも影響を及ぼすと年金事務所で説明を

受けたため、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、Ａ社Ｂ工場において、昭和 63 年７月

20 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同社本社において同年７月 21

日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

しかし、雇用保険の記録、企業年金連合会発行の厚生年金基金の加入記録及

びＣ健康保険組合の回答から、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務（昭和

63年７月 21日にＡ社Ｂ工場から同社本社に異動）していたことが確認できる

ことから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日を同年７月 21 日に訂正す

ることが必要である。



                      

  

滋賀厚生年金 事案 841 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成８年 11 月か

ら 11年９月までを 34 万円、同年 10月から 13年３月までを 28万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 11月１日から 13年４月１日まで 

標準報酬月額の記録を見ると、平成８年 11 月から給与が９万 8,000円へ

大幅に引き下げられているが、実際には、退職する 13年３月まで毎月約 34

万円程度の給与を受け取っていた。 

このことは、源泉徴収票や銀行預金通帳により確認できるので、申立期間

について記録の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険料

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を

改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険料給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することになる。 

申立期間のうち、平成 10 年１月から同年 12 月までの期間及び 12 年１月か

ら同年 12月までの期間については、申立人から提出された 10年分及び 12年

分給与所得の源泉徴収票において確認できる保険料控除額により、申立人は、

10年１月から同年 12 月までは 34万円、12 年１月から同年 12月までは 28万

円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 



                      

  

また、申立期間のうち、平成８年 11 月から９年 12 月までの期間及び 11 年

１月から同年 12 月までの期間については、オンライン記録によると、申立人

の標準報酬月額は、当初、８年 11月から９年 12月までは 34万円、11年１月

から同年９月までは 36 万円と記録されていたところ、11 年９月６日付けで、

８年11月１日まで遡及
そきゅう

して９万8,000円に訂正されていることが確認できる。

この届出を行ったことについて、事業主は不明としているが、申立人から提出

された預金通帳の写し、並びにＡ銀行Ｂ支店から提出された「要払性預金取引

明細表兼残高明細表（通知預金除く）」に記録されている当該期間の給与振込

額及びその前後の期間の給与振込額から判断して、申立人は、８年 11 月から

９年 12月までの期間及び 11年１月から同年９月までの期間は 34万円、同年

10 月から同年 12 月までは 28 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、申立期間のうち、平成 13 年１月から同年３月までの期間について

は、上記の預金通帳の写しにより、当該期間の給与振込額に、直前期間の給与

振込額と比べて大きな変化が確認できないことから、申立人は、当該期間にお

いても引き続き、直前月（平成 12 年 12 月）と同額（28 万円）の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが推

認できる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、上記

の源泉徴収票、預金通帳の写し等において確認できる保険料控除額に見合う標

準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬月額が、長期間にわたり一致してい

ないことから、事業主は、当該源泉徴収票、預金通帳の写し等において確認で

きる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事

務所（当時）は、当該報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

滋賀厚生年金 事案 842 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 10 年５月から 14 年６月までの期間を 14 万 2,000 円、15 年４月を 17 万

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年５月 21日から 15年５月 20日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間について、ねんきん定期便に記載された標準

報酬月額より、給与明細書に記載された報酬月額の方が高いため、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立期間のうち、平成 10 年５月から 14 年６月までの期間（ただし、平成

11年６月、同年７月、同年９月、12年４月、同年９月及び 13年８月を除く。）

及び 15 年４月については、申立人が保管するＡ社の給与明細書により、申立

人が、当該期間においてオンライン記録により確認できる標準報酬月額（平成

10 年５月から 11 年７月までは 11 万 8，000 円、同年８月から 14 年６年まで

は９万 8,000円）を超える報酬月額（14 万 2,520円から 18万 4,525円）の支

払を受け、10年５月については、報酬月額に基づく標準報酬月額（14万 2,000

円）に見合う厚生年金保険料（１万 2,318円）を、同年６月から 14年６月ま



                      

  

でについては、報酬月額に基づく標準報酬月額（15万円から 18万円）より低

い標準報酬月額（14 万 2,000 円）に見合う厚生年金保険料（１万 2,318 円）

を、15年４月については、オンライン記録により確認できる標準報酬月額（14

万 2,000 円）を超える報酬月額（16 万 6,250 円）の支払を受け、報酬月額に

基づく標準報酬月額（17 万円）より高い標準報酬月額（18 万円）に見合う厚

生年金保険料（１万 2,318円）を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間のうち、平成 11 年６月、同年７月、同年９月、12 年４月、

同年９月及び 13 年８月の標準報酬月額については、申立人が提出した前後の

期間の給与明細書及びＡ社の同僚が保管している給与明細書において、申立期

間の保険料控除額が同額であることが確認できることから、当該期間において

も同額の保険料を控除されていたと推認できる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、申立人から

提出された給与明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、平

成 10 年５月から 14 年６月までを 14 万 2,000 円、15 年４月を 17 万円とする

ことが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成14年７月から15年３月までの期間については、

給与明細書により、事業主が控除していたと認められる厚生年金保険料（１万

2,318円）に見合う標準報酬月額（14万 2,000円）は、オンライン記録により

確認できる標準報酬月額（平成 14年７月から９月までは 15万円、同年 10月

から 15年３月までは 14万 2,000円）に比べ同額又は低額であることから、特

例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

なお、申立期間のうち、平成 10 年５月から 14 年６月までの期間及び 15 年

４月に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主

は不明としているが、申立人及び同僚が保管している給与明細書において推認

できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額

が当該期間について、長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給

与明細書において推認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額を社会保険

事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月

額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

滋賀厚生年金 事案 843 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 51年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年８月 30日から同年９月１日まで 

昭和 45 年５月１日に親族の経営するＡ社に入社し、51 年８月 31 日まで

正社員として在籍し、同年９月１日付けで同じ親族の経営するＢ社に転籍し

た。ところが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。当時の社会保険

事務担当者が不慣れであっため、喪失日を誤って届け出たものと思う。Ａ社

は保険料支払の意思があるようなので、記録の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社の回答及び同僚の証言から判断すると、申立人が同社

及び同社のグループ会社に継続して勤務し(昭和 51 年９月１日にＡ社からＢ

社に異動)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51

年７月のオンライン記録から 16万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、オンラインの記録どおり、資格喪失日を昭和 51 年８月 30

日として誤って届け出たことを認めていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

滋賀厚生年金 事案 844 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、平成 13 年 11

月から 14年４月までの標準報酬月額を 16万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否か

については、明らかでないと認められる。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 14年５月から 15 年３月までは 13万 4,000円、同年４月から同年７月ま

では 17万円、同年８月及び同年９月は 12万 6,000円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 13年 11月１日から 14年５月１日まで 

             ② 平成 14年５月１日から 18年１月１日まで 

    国が記録しているＡ事業所及びＢ事業所に勤務していた期間の標準報酬

月額及び厚生年金保険料控除額が、実際に支給されていた給与月額及び保険

料控除額と相違している。実際に支給されていた給与月額又は給与から控除

されていた厚生年金保険料額に基づいた年金記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除したと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否



                      

  

を判断することとなる。 

申立期間①のＡ事業所における標準報酬月額については、申立人が所持する

給与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、16 万円に訂

正することが妥当である。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、行ったとは認められない。 

申立期間②のＢ事業所における標準報酬月額については、当該期間のうち、

申立人が所持する給与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額

から、平成 14年６月から同年 11月までの期間及び 15年１月から同年３月ま

での期間は 13万 4,000円、同年４月から同年７月までは 17万円、同年８月及

び同年９月は 12万 6,000円に訂正することが妥当である。 

また、給与支給明細書の提出は無いものの、その前後の期間の給与支給明細

書に記載されている厚生年金保険料の控除額により、申立人が主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を、事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、平成 14年５月及び同年 12月の標準報酬月額を 13万

4,000円に訂正することが妥当である。 

なお、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明としているが、事業主が社会保険事務所に提出

した平成 15 年度、16 年度及び 17 年度の健康保険厚生年金保険被保険者報酬

月額算定基礎届には、申立人に係る報酬月額が 11万 8,000円、標準報酬月額

が 11万 8,000円と記載されていることから、事業主は、給与支給明細書で確

認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

一方、申立期間②のうち、申立人が所持する給与支給明細書にある平成 15

年 10月、16年３月から同年６月までの期間及び同年９月については、オンラ

イン記録の標準報酬月額が、事業主が源泉徴収していたと認められる保険料控

除額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額のいずれか低い

方の額を超えていると認められることから、特例法による保険給付の対象に当

たらないため、あっせんは行わない。 

さらに、申立期間②のうち、平成 15 年 11 月から 16 年２月までの期間、同

年７月、同年８月及び同年 10月から 17年 12月までの期間については、給与



                      

  

支給明細書の提出が無く、Ｂ事業所は現在休業状態であり、現在の取締役及び

当時の代表取締役に照会したところ、「申立期間に係る賃金台帳等の資料は廃

棄している。当時の申立人の給与額や保険料控除額等に係る事務処理等のこと

は覚えていない。」と回答しており、申立人に係る当該期間の保険料控除額及

び報酬額について確認できないほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない

ことから、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



滋賀国民年金 事案 950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年７月から 53 年３月までの期間及び同年４月から 54 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住   所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年７月から 53年３月まで 

             ② 昭和 53年４月から 54年３月まで 

昭和 53 年３月に短期大学を卒業し、同年４月の就職時に、周りの人から

20 歳になったら国民年金に加入し保険料を払っておかないと将来年金を受

給できなくなると聞き、父親にお金を出してもらい、52年７月から 53年３

月までの保険料をＡ町役場で納付し、それ以降の分は 55年 11月に結婚する

までＢ市役所で納付していたのに、申立期間について納付記録が無い。きち

んと払っていた記憶があるので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年３月に短期大学を卒業し、同年４月の就職時に、周り

の人から 20歳になったら国民年金に加入し保険料を払っておかないと将来年

金を受給できなくなると聞き、申立人の父親にお金を出してもらい、申立期間

①の保険料をＡ町役場で納付したと主張しているが、申立人の国民年金手帳記

号番号は 55年９月にＡ町で払い出されており、53年４月１日にさかのぼって

被保険者資格を取得していることが確認できる上、当時の国民年金法では、大

学生等は任意加入であり、当時、短期大学生であった申立人は、当該期間につ

いては、制度上、さかのぼって被保険者資格を取得し、保険料を納付すること

はできない。 

また、申立人は、申立期間②の保険料をＢ市役所で納付していたと主張して

いるが、当該払出時点では、当該期間の一部は時効により納付できない期間で

ある。 

さらに、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと



をうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 951 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から 56年３月まで 

母親が私の国民年金の加入手続をしてくれたが、国民年金保険料を納めて

いないのに、税金の確定申告時に、国民年金保険料を控除したため、税務署

から税理士を通じて、２年分の保険料を納めるようにとの指示があり、母親

又は税理士が申立期間の国民年金保険料をまとめて納めてくれたので、未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母親が申立人の国民年金の加入手続を行ったと申し立ててい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号は、適用漏れ対象者として昭和 56年５

月 18日に、他の 217人と共に一斉に払い出されていることが確認できる。 

また、申立人は、その母親又は会計事務所の職員が、税務署の指示で申立期

間の国民年金保険料をまとめて納めたと主張しているところ、Ａ税務署の担当

者は、「当時の資料が無いため、実際にどのような処理がなされたのか不明で

あるが、通常、保険料の納付を指示することは無く、社会保険料控除について

の修正申告を指示することになる。」と回答している。 

さらに、申立人自身は保険料の納付に直接関与していない上、保険料を納付

したとする申立人の母親及び会計事務所の職員は既に死亡していることから、

当時の加入手続及び保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立人は、その兄の記憶として、その母親が、母親自身の国民年金

保険料の滞納に対する督促状を受け取り、銀行で約 19万円を振り込む際に、

「申立人の時より、私の方が納める金額が多かった。」と言っていたとのこと

から、申立人分として一括納付した保険料は 14万円から 15万円であったので

はないかと主張している。しかし、オンライン記録によると、母親がまとめて



納付した保険料の月数は最長で３か月分であり、約 19万円を一括納付したこ

とをうかがわせる記録は見当たらない上、申立人の申立期間の国民年金保険料

額は８万 4,840円であり、その主張する保険料額は実際の保険料額と乖離
か い り

して

おり、申立人の記憶を裏付ける周辺事情もうかがわれない。 

加えて、申立人の母親又は会計事務所の職員が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人に

対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 952 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から 55年３月まで 

    私の所持する年金手帳に「初めて被保険者となった日」が昭和 54 年４月

１日と記されており、保険料の納付もしないで年金手帳だけもらえるとは考

えられない。加入手続や保険料納付は父親がしてくれたのでよく覚えていな

いが、保険料の納付はＡ町役場でしていたように思うので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

55 年 10 月 13 日に払い出されていることが確認できる。このことから、当該

払出時点において、54 年４月１日にさかのぼって資格取得したことがうかが

えるが、申立期間の国民年金保険料は過年度の保険料となり、役場窓口では納

付できず、ほかに申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、当時、申立人と同居していた申立人の妹も、申立期間の保険料の納付

記録は申立人と同様に未納である。 

さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の父親は高齢

であり、記憶も曖昧
あいまい

であることから、申立期間の保険料の納付状況は不明であ

る。 

加えて、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



滋賀厚生年金 事案 845 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年８月から 12年９月まで 

② 平成 12年 10月から 17年９月まで 

申立期間①は、Ａ社のＢの現場で、Ｃとして勤務していた。また、申立期

間②は、Ｄ社においてＣ、Ｅとして勤務していた。 

いずれの期間についても厚生年金保険の加入記録が無いため、調査をして

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が記憶していた上司について、Ａ社に照会し

たところ、同姓の者が勤務していたと回答していることから、勤務期間の特定

はできないものの、申立人が申立事業所、又はその下請事業所等に勤務してい

たことは推認できる。 

しかしながら、申立人が勤務していたとするＡ社Ｆ支店の担当者は、「申立

人の名前は、当社の所属歴に無いことから、当社との間で雇用関係が成立して

いない。また、当時の責任者にも聞いたが、現場は多数の業者が出入りするた

め、下請事業所等における在籍についても確認できない。」と供述している。 

また、Ａ社のグループ企業であるＧ社も、「平成８年４月から同年７月まで

の期間及び 10年 10月から同年 12月までの期間について、申立人が当社の現

場においてＣ業務に従事した記録があるが、いずれもＢの現場ではない上、業

務委託契約に基づくものであるため、社会保険には加入させていない。」とし

ている。 

さらに、Ａ社が加入していたＨ厚生年金基金は、「申立人が当基金の加入員

であったことがうかがえるような事実は無い。」と回答しており、申立人の厚

生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況を確認することはできな



かった。 

申立期間②については、申立人の採用事務を担当したとするＤ社の元上司は、

「申立人については、現地雇用のアルバイトとして採用した。」と供述してい

る。 

また、Ｄ社の破産管財人も、「申立人は現場対応のパートタイマーと思われ、

社員登録されておらず、厚生年金保険料や健康保険料も控除されていない。」

と供述している。 

さらに、Ｄ社が加入していたＩ健康保険組合は、「申立人が組合員であった

記録は無い。」と回答しており、申立人の厚生年金保険の適用及び厚生年金保

険料の控除の状況を確認することはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①及び②において、厚生年金保険被保険者として当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。



滋賀厚生年金 事案 846 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年８月１日から 24年５月２日まで 

    国（厚生労働省）の記録では、Ａ事業所に勤務していた期間について、厚

生年金保険被保険者の資格取得日が昭和 24 年５月２日となっている。しか

しながら、22 年８月１日から正式採用されて勤務をしているので、この期

間の記録が抜け落ちているのは納得できない。調査して年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の勤務に関する具体的な供述、同僚等の証言及びＡ事業所から提出さ

れた当時の職員の採用記録により、申立人が申立期間中にＡ事業所に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所は、申立期間当時の人事記録、賃金台帳等の資料を

保管しておらず、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除の状況を確認で

きる資料や証言を得ることができない上、当時の同僚等からも申立人の厚生年

金保険の加入状況及び保険料の控除に関する証言を得ることができなかった。 

また、ⅰ）Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人と同じ昭和 24 年５月２日に資格取得した者は申立人以外に６人いるが、

上記の採用記録を見ると、その全員が当該事業所に採用された日が資格取得日

よりも前であり、申立人が主張する採用日（昭和 22 年８月１日）より前に採

用された者もいること、ⅱ）同被保険者名簿に記載されているほかの被保険者

についても、資格取得日が上記の採用記録による採用日と異なる者が大半であ

ること、ⅲ）上記の採用記録により当該事業所に採用された者であっても、同

被保険者名簿に氏名の記載が確認できない者が散見されることから、事業主は、

申立期間当時、理由は明らかではないが、必ずしもすべての職員を対象に厚生



年金保険の加入手続を行っていたとは言えず、加入手続が行われた者について

も、採用と同時に資格取得の手続を行っていなかったものと考えられる。 

さらに、申立人及び申立人と同じ資格取得日である同僚の一人が所持する厚

生年金保険被保険者証に記載されている資格取得日は、オンライン記録の資格

取得日と同じ「昭和 24年５月２日」であることが確認できる。 

なお、申立期間において、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 847 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年４月から 22年８月まで 

             ② 昭和 23年 11月から 25年４月まで 

             ③ 昭和 25年５月から 28年 10月まで 

申立期間①は、Ａ事業所に正職員として勤務し、Ｂとして従事した。退職

後、失業保険をもらった記憶がある。申立期間②は、Ｃ市ＤのＥ社Ｆ支店に

正社員として入社し、Ｇに従事した。その時に厚生年金手帳を作ってもらっ

たと思う。申立期間③は、Ｃ市ＨのＩ社に正社員として入社し、Ｊの仕事に

従事し、Ｃ市内での仕事のほか、Ｋ県のＬ事業所の下請けとして全国各地へ

仕事に行っていた。申立期間①、②及び③について給与から厚生年金保険料

が控除されていたかどうかは覚えていないが、Ｅ社及びＩ社の厚生年金保険

番号は、現在の基礎年金番号と異なるものだったと思うので、調査をしてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所の人事記録により、申立人が昭和 21 年４月

３日から同年11月30日まではＡ事業所において事務員として勤務していたこ

とが確認できるが、オンライン記録によると、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所となったのは、30 年１月１日であることから、申立人は当該期間に

は厚生年金保険の適用が無かったと考えられる。 

申立期間②について、申立人の供述内容及び同僚の証言から、時期は特定で

きないものの、申立人がＥ社Ｆ支店に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｅ社Ｆ支店が厚生年金保険の適用事業所となったのは、オン

ライン記録では昭和 25 年７月１日となっており、当該期間は厚生年金保険の

適用事業所ではなかったことが確認できる。 



また、申立期間当時にＥ社Ｆ支店で勤務していたと考えられる同僚等 10 人

に照会し、そのうち４人から回答を得たが、申立人の勤務実態についての証言

は得られなかった。 

なお、申立人の記憶が明確ではないことから、Ｅ社Ｆ支店での勤務が申立期

間③の後である可能性も考えられるため、同期間も含めて調査を行ったが、既

に当該事業所は適用事業所ではなくなっており、厚生年金保険の加入状況等は

不明である。 

申立期間③について、申立人の供述内容及び同僚の証言から時期は特定でき

ないものの、申立人がＩ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｉ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

当時の事業主及び申立人が名前を挙げた者を含めた同僚等 12 人に照会したと

ころ、４人から回答が得られ、このうち１人は、「申立人は、日雇いのＭ又は

Ｎであったと思う。」と回答しており、申立人は他の社員とは異なった働き方

であったことがうかがえるが、当時の厚生年金保険の取扱いについては確認で

きず、申立人の厚生年金保険の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

また、Ａ事業所、Ｅ社Ｆ支店及びＩ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

を確認しても、申立人の氏名は見当たらず、申立期間の健康保険の整理番号に

欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 848 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年８月 24日から 20年３月まで 

             ② 昭和 21年から 24年 10月１日まで 

昭和 18年 10月１日から 20年３月のＡ空襲によりＢ方面へ疎開するまで、

Ｃ社に勤務し厚生年金保険に加入していたのに、当該事業所に係る厚生年金

保険の加入記録が 19年８月 24日から無いため、調査して記録を訂正してほ

しい。 

また、終戦後の昭和 21 年ごろからＢ市内のＤであるＥ事業所に勤務し厚

生年金保険に加入していたのに、厚生年金保険の被保険者資格取得日が 24

年 10月１日となっているので、調査して記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｃ社は、「Ｃ社に係る関係資料は、昭和 27 年に焼失

したため、申立期間当時の申立人の勤務実態等は不明である。」と回答してい

る。 

また、当時の同僚６人に照会したところ、回答のあった３人とも、「申立人

を知らない。」と供述しており、申立期間における申立人の勤務実態等につい

て、証言を得ることはできなかった。 

なお、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び申立人に係る厚生

年金保険被保険者台帳によると、申立人がＣ社において昭和 18年 10月１日に

厚生年金保険被保険者資格を取得し、19年８月 24日に資格を喪失しているこ

とが確認でき、これはオンライン記録と一致する。 

申立期間②については、当時の同僚の証言、及び申立人の子の出生地記録が



Ｅ事業所の所在地と同じであることから判断すると、時期は特定できないもの

の、申立人が昭和 23年からＥ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｅ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、当時の事業主及び経理担当者にも連絡が取れないため、申立人の当該期

間に係る社会保険の取扱いについての証言を得ることができなかった。 

なお、Ｅ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び申立人に係る

厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人がＥ事業所において昭和 24年 10

年１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認でき、これはオ

ンライン記録と一致する。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


